
１．血液製剤とは
血液製剤とは 人の血液を原料として製造される医薬品 輸血用血液製剤と血漿分画製血液製剤とは、人の血液を原料として製造される医薬品。輸血用血液製剤と血漿分画製

剤（血液から分離した血漿から治療に必要な血漿たん白を分画したもの）に分類

血漿分画製剤 （代表的なもの）：製造（日赤、民間３社）

人血液

血漿

分画
けっしょう

血球

アルブミン製剤 グロブリン製剤 血液凝固第Ⅷ因子製剤

（アルブミン製剤：熱傷、出血性ｼｮｯｸ等の」治療 血液凝固因子製剤：血友病等の治療
グロブリン製剤：感染症の予防治療等）

血球

分離・調整

輸血用血液製剤：製造（日赤）＊括弧内は有効期間

赤血球製剤
（21日）

血漿製剤
（１年）

血小板製剤
（４日）

全血製剤
（21日）



＜行政の動向等＞ ＜主な出来事＞

２．血液事業の経緯

○昭和20年 枕元輸血（院内輸血）普及
○昭和23年 ＧＨＱ 輸血対策確立の指示（血液銀行の設置） ○昭和23年 輸血による梅毒感染
○昭和27年 日赤血液銀行開設 （東大分院）
○昭和31年 旧血液法*1施行○昭和31年 旧血液法*1施行
○昭和39年「献血の推進について」閣議決定（売血から献血へ） ○昭和39年 ﾗｲｼｬﾜｰ事件

（輸血後肝炎感染）
○昭和49年 輸血用血液製剤の国内自給達成

○昭和60年 血液製剤によるHIV感染
国内患者認定

○平成元年 HIV訴訟提訴
○平成 ２年 有料採血の完全廃止

○昭和63年 血液製剤の国内自給促進決定（国会附帯決議）

○平成 ２年 有料採血の完全廃止
○平成 ６年 血液凝固第Ⅷ因子製剤の国内自給達成

○平成８年 ＨＩＶ訴訟和解
○平成11年 献血血液に核酸増幅法（ＮＡＴ）検査を導入

○平成14年 Ｃ型肝炎訴訟提訴

○平成15年 新血液法*2施行 ○平成15年 輸血による HIV感染発生

○平成16年 「輸血医療の安全性確保のための総合対策」制定
○平成17年 献血構造改革の目標設定 ○平成20年 Ｃ型肝炎訴訟和解
○平成22年 採血基準の見直し（400ml献血可能年齢引下げ）

「献血推進２０１４」制定

＊１：「採血及び供血あつせん業取締法」 ＊２：「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」



基本理念（「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」第３条）

３．血液法の基本理念

基本理念（「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」第３条）

①安全性の向上 ②国内自給の原則と安定供給の確保
③適正使用の推進 ④公正の確保及び透明性の向上

○安全性の向上

血液製剤は医療上有用であるが その使用による感染症等のリスクを完全に否定する血液製剤は医療上有用であるが、その使用による感染症等のリスクを完全に否定する
ことは困難。血液の採取、製造、供給から使用に至るまで、安全性の向上に向けた不断の
努力が必要。

○国内自給の原則と安定供給の確保○国内自給の原則と安定供給の確保

倫理性、国際的平等性の観点から、国内で使用される血液製剤が、原則として国内で
行われる献血により得られた血液を原料として製造される体制の構築を目指す。また、医
療需要 的確 応えられるよう 血液製剤を安定的 供給する体制を整備療需要に的確に応えられるよう、血液製剤を安定的に供給する体制を整備。
ＷＨＯも「無償献血を基本として各国の血液事業を推進するべき」と勧告。

○適正使用の推進

血液製剤が貴重なものであること及び感染のリスク等について特段の注意を払う必要
があり、真に必要な場合にのみ使用するなど、適切かつ適正な血液製剤の使用を推進。

○公正の確保及び透明性の向上○公正の確保及び透明性の向上

血液事業関係者は、献血の善意に応え、国民の理解と協力を得られるよう、十分な
情報公開が必要。



４．血液事業に係る関係者の責務
＊法（安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律）
＊基本方針（血液製剤の安全性の向上及び安定供給の
確保を図るための基本的な方針：厚生労働省告示）

国（法第４条）

○血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保に関する基本的
かつ総合的な施策の策定 実施

地方公共団体（法第５条）

○献血の住民理解を深めること
かつ総合的な施策の策定、実施

○国内自給が確保されるため、献血に関する国民の理解及び協力
を得るための教育及び啓発
献血推進計画の策定（法第10条）

○採血事業者による献血の受入
が円滑に実施されるための措置

・都道府県献血推進計画の策定
・献血推進計画の策定（法第10条）
・献血推進計画に基づき国民の献血への理解と協力を得るための教育
及び啓発、採血事業者による献血の受入れや献血者の保護に対する
協力（基本方針）

（法第10条）
・献血の理解を深めるための広報

(基本方針）
・献血推進組織の育成(基本方針）協力（基本方針）

○血液製剤の適正な使用の推進の策定及び実施
・献血の受入れの円滑な実施(基本方針）

条採血事業者（法第６条）

○献血の受入れの推進

○安全性の向上及び安定供給の確保に協力

製造販売業者（法第７条）

○安全な血液製剤の安定的かつ適切な供給
○血液製剤の安全性の向上に寄与する○安全性の向上及び安定供給の確保に協力

○献血者の保護

・献血受入計画の策定（法第11条）
・受入目標達成のための措置（基本方針）

○血液製剤の安全性の向上に寄与する
技術の開発、情報収集及び提供

医療関係者（法第８条）
受入目標達成のための措置（基本方針）
①安心して献血できる環境整備
事故時の対応、献血者の個人情報保護、健康被害の補償
②採血時の健康管理サービス、献血者との連携確保

医療関係者（法第８条）

○血液製剤の適正使用及び安全性に関する
情報収集及び提供
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受入体制の整備（採血所の設置、環境
整備）、献血者の処遇の充実等

○若年層対策（普及啓発）

医療機関
○企業等の献血推進、複数回献血者の確保
○献血推進ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施

遡及調査



５．献血の現状と重点施策（献血推進２０１４）

現 状
○全国の献血者総数約530万人（平成22年度） 医療上の必要量は確保 献血推進の中期目標○全国の献血者総数約530万人（平成22年度）、医療上の必要量は確保
○少子高齢化により、若年層（10代、20代）の献血者が減少
○１５年後の2027年度に約100万人分の血液が不足するとの推計有

献血推進の中期目標
（献血推進2014）策定

（平成22年度）

「献血推進２０１４」の目的・背景

我が国の献血者は昭和60年度以降、減少の一途をたどり、平成19年度には約496万人まで低下。

その後、「献血構造改革」（平成１７年度から５か年計画）の取組み等により、平成21年度には約530万人まで回復したが、
10代の献血率は依然低下傾向 高齢化により血液の需要の増加が見込まれ将来の安定供給が危ぶまれる状況10代の献血率は依然低下傾向。高齢化により血液の需要の増加が見込まれ将来の安定供給が危ぶまれる状況。

こうした状況を踏まえ、将来にわたり血液の安定供給体制を確保するため、平成26（2014）年度までの達成目標を以下の
とおり設定し、献血の推進を一層強力に実施している。（平成22年度）

【献血推進２０１４】
項 目 目 標 ＊括弧内は平成21年度実績

若年層の献血者数の増加

10代の献血率を6.4%まで増加させる。（6.0％）

20代の献血率を8.4％まで増加させる。（7.8％）

安定的な集団献血の確保
集団献血等に協力いただける企業・団体を
50,000社まで増加させる。（43,193社）

複数回献血の増加 複数回献血者を年間120万人まで増加させる （984 766人）複数回献血の増加 複数回献血者を年間120万人まで増加させる。（984,766人）

（具体的な取組）
○ はたちの献血キャンペーン（１月） ○採血基準の見直し（平成23年4月）

○ 愛の血液助け合い運動（７月） ・献血可能年齢の拡大

○ 中学生・高校生への普及啓発活動（ポスター、冊子等） 400ml採血 →男性18歳以上から17歳以上へ

○ 複数回献血クラブの設立 血小板成分採血→男性54歳迄から69歳迄

○ 子ども霞ヶ関見学デーでの普及啓発活動（８月）





６．血液製剤の特殊性と日赤による血液事業の実施について

（１）血液製剤は人から採取した貴重な血液を原料として製造されること

（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動による原料確保） ＊血液法では有料での採血を禁止

①①売血時代の肝炎感染問題等を踏まえ、献血により血液を確保することとされ、当時、
採血事業者であり、かつ奉仕活動の母体である日本赤十字社を中心として献血を推進。

②善意に基づく献血の確保のため、全国的な社会奉仕活動の主体である日本赤十字社
が一定の役割を果たしているものと考える。

＜経 緯＞
（１）“売血”から“献血”へ（１） 売血 から 献血 へ

戦後、売血により製造された血液製剤の輸血により、患者が梅毒や肝炎に感染し、社会問題化。
“献血”を原料とする血液事業の担い手として、国が、日本赤十字社にその任務を依頼した理由
は以下のとおり。（昭24年５月 厚生省、東京都、日本医師会、日本赤十字社による「輸血問題月 、東 都、 、 赤 輸 問
予備懇談会」における方針。）
①ヨーロッパ諸国において、血液事業は赤十字社が中心となっていた。
②赤十字国際会議の決議で各国の赤十字が血液事業を行うことが勧奨されていた。
③当時 米国赤十字の指導援助を得ることができた③当時、米国赤十字の指導援助を得ることができた。

昭和23年 輸血による梅毒感染事件を契機に、GHQが国へ血液銀行設立を指示（院内採血から保存血輸血へ）

昭和27年 日赤血液銀行を設立 ＊多くの民間銀行が設立（売血増加）

昭和39年 ﾗｲｼｬﾜｰ事件を契機として、閣議決定により日赤による献血受入を推進（売血から献血へ）

（２）昭和49年 “献血”による輸血用血液製剤の国内自給達成（２）昭和49年 “献血”による輸血用血液製剤の国内自給達成
（３）平成２年 有償採血所の完全廃止
（４）血液法においては、平等に採血所の許可申請することが可能



（２）感染のリスクが常にあること（特に輸血用血液製剤）

①血液製剤は ウイルス感染の危険性を完全に否定することは困難であり 特に輸血用血①血液製剤は、ウイルス感染の危険性を完全に否定することは困難であり、特に輸血用血

液製剤については、過去の梅毒、肝炎、ＨＩＶ事件を踏まえ、採血前の問診から検査、製造、
市販後の遡及調査に至る一連の安全対策を明確な責任の下、着実に実施する必要性
があるがある。

②これを達成するため、採血から製造、供給を全て担う日本赤十字社が輸血用血液製剤
の安全対策を一環して行う体制が必要である。なお、輸血用血液製剤は有効期間が血小
板製剤で４日である等短いことから 採血後に迅速に製剤 供給する必要性がある板製剤で４日である等短いことから、採血後に迅速に製剤、供給する必要性がある。

（３）献血事業が営利目的での競争に馴染まない理由

①血液の確保は売血から献血へ変遷し、法律で有償採血を禁止していること① 液 確保 献 変 、法律 有償採 を
・過去の肝炎、エイズ等、血液由来の感染症が問題になったこと及び血液は人体
から採取するといういわば臓器に準ずるものであり、倫理的な面を配慮し、血液
の確保は献血が基本とされた。ＷＨＯも「無償献血を基本として血液事業を推進
するべき」と勧告。

②仮に、採血事業について、営利目的での競争性を認め、利益を目的とした事業者
が参入しても、献血者の理解が得られないなど、ボランティア精神に基づく献血制

が度と相容れない状況が想定されること
③世界的にみても、採血から輸血用血液製剤の供給は、赤十字社、赤新月社若しく

はこれに準ずる公的機関が実施している。

以上から、献血事業は、営利目的での競争には馴染まないものと考える。



輸血後肝炎発症率の年次別推移
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※「日本赤十字社輸血後肝炎の防止に関する特定研究班」
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注１）ｃ100-3法：Ｃ型肝炎ウイルス発見後早期に開発されたＣ型肝炎ウイルス抗体検査 ＨＢＶ：Ｂ型肝炎ウイルス

20プ ルに変更
(2004年8月)

注１）ｃ100 3法：Ｃ型肝炎ウイルス発見後早期に開発されたＣ型肝炎ウイルス抗体検査
(第１世代検査法)

注２）PHA・PA法：特異性・感度が改善されたＣ型肝炎ウイルス抗体検査(第２世代検査法)
ＨＣＶ：Ｃ型肝炎ウイルス

注３）全国の推定輸血患者数のうち、保管検体による個別NATなど、詳細な検査で感染の可能性が高いと判断された件数で試算

注４）ＮＡＴ：ウイルスの遺伝子を構成する一部を人工的に増やし、ウイルスの有無を直接的に検出する検査法。検査のための検体数がﾌﾟｰﾙ。



７．日本赤十字社に対する補助事業の概要
○昭和39年ﾗｲｼｬﾜｰ事件（輸血後肝炎感染）を踏まえ、「政府は日本赤十字社による献血受入体制の整備
を推進」する旨を閣議決定 （昭和39年11月17日）を推進」する旨を閣議決定。（昭和39年11月17日）

○血液法の国の責務である血液製剤の安定供給の確保及び安全性の向上のため、採血事業者である
日本赤十字社が実施する献血者の受入及び血液の安全性向上を図るための取組へ国庫補助。

＜国内自給と安定供給＞

(1)献血者健康増進事業
（成分献血等の推進）

国の責務
○血液製剤の安定供給の確保に
関する基本的かつ総合的な施策の

＜国内自給と安定供給＞

献血者の確保
○献血推進２０１４
・若年層献血の増

(2)若年層献血者等確保推進事業
（若年層及び企業献血の推進）

(3)複数回献血協力者確保事業

関する基本的かつ総合的な施策の
策定、実施

○国内自給を確保するための献血
の教育、啓発

・若年層献血の増
・集団献血の確保
・複数回献血の増

○献血受入の確保

（複数回献血者の確保）

(4)献血受入確保施設設備整備
（献血受入環境の整備）

採血事業者の責務
○献血の受入の推進

○血液製剤の安定供給の確保に

国

庫

・献血ルーム等の
拠点整備主

な

(5)血液の安全性確保のための

○ 液製剤 安定供給 確保
協力

国の責務

＜血液製剤の安全性向上＞

補

助輸血医療の安全性確
保のための総合対策

○検査目的献血の防止

取

組
( )
情報ｼｽﾃﾑ事業
（献血時の本人確認等の迅速化）
(6)問診技術向上研修事業
（問診医の資質向上）

国の責務

血液製剤の安全性の向上に関す
る基本的かつ総合的な施策の策定、
実施

○検査目的献血の防止
（献血者の本人確認の徹
底、問診医の資質向上
等）

採血事業者の責務
血液製剤の安全性の向上に協力

（問診医の資質向上）

(7)ウエストナイルウイルス検査体制
整備（検査薬の備蓄）

実施 等）

○検査・製造体制の充実
（ＮＡＴ検査の精度向上
等）



８．各事業の概要（括弧内は23年度予算額、総額373百万円）

（１）献血者健康増進事業費（148百万円）
○事業内容○事業内容

献血者の健康を増進させるとともに、安全性の高い成分献血等を推進して献血者の確保を図るため、
成分献血者等に対する血液検査の実施及び献血できなかった方に対する健康相談等を実施。（健康増進を
図り、献血できなかった方を含めた将来の献血を確保）図り、献血できなかった方を含めた将来の献血を確保）

(1)成分献血及び400ml献血者に対する血液検査の実施及び検査結果の情報提供。

(2)献血できなかった方（低比重者）に対する健康管理用ﾘｰﾌﾚｯﾄの交付及び栄養士による健康相談。
○実績（23年度） 検査実施者 4,831千人 ・健康相談 3,376人 ・献血不適格者用ﾘｰﾌﾚｯﾄ 454千部

○事業内容
少子高齢化等により献血者が減少する現状を踏まえ 若年層の献血者等を確保する ため 若年層献血者

（２）若年層献血者等確保事業費（12百万円）

少子高齢化等により献血者が減少する現状を踏まえ、若年層の献血者等を確保する ため、若年層献血者
を対象としたセミナー等の開催、協力団体等献血協力組織の育成及び献血協賛企業の活動推進を図る。

○実績（23年度） 献血ふれあい事業597回、37,642人 ・献血セミナー459回、46,183人 献血協賛企業訪問8,910回

（３）複数回献血協力者確保事業費（17百万円）（３）複数回献血協力者確保事業費（17百万円）

○事業内容

複数回献血者を確保するため、各血液センター毎に複数回献血者を確保するためのクラブを設立し、会員
に対する献血等に関する情報提供や講演会の開催 健康相談事業を実施に対する献血等に関する情報提供や講演会の開催、健康相談事業を実施。

○実績（23年度） 複数回献血者約100万人、クラブ情報誌１４３万部、講演会６５回、健康相談８８８回

（４）献血受入確保施設設備整備費（160百万円）

○事業内容
献血ルームの設置及び改修等の施設整備及び成分採血装置購入を行う。

○実績（23年度迄の整備状況） 献血ルーム １２０ヶ所 成分採血装置１，８５２台



（５）血液の安全性確保のための情報システム事業費（30百万円）
○事業内容○事業内容

血液製剤の安全性確保ためには献血時の本人確認を厳格に行う必要があり、手続きの迅速化を図
りつつ、本人確認の確実性を強化するとともに、問診医が過去の情報を参照しながら献血の適格性を
判断するなど、問診の迅速化を図るためのシステムを運用。

績 端 数○実績（端末設置台数） 問診入力用端末386台 問診歴照会用パソコン176台

（６）問診技術向上研修事業費（1百万円）
○事業内容

献血時の問診を担当する医師の資質の向上や問診技術の全国均てん化を図るために、問診医
を対象とした研修会を実施。

○実績（23年度） 研修会 ０回（本社 基幹血液センタ ） 参加者 人○実績（23年度） ・研修会１０回（本社、７基幹血液センター）、参加者２４１人

（７）ウエストナイルウイルス検査体制整備費（4百万円）
○事業内容○事業内容

輸血により感染する可能性のあるｳｴｽﾄﾅｲﾙｳｲﾙｽ対策として、日赤でＮＡＴ検査試薬を備蓄、感染発
生時の検査体制を整備し、献血血液の安全性向上を図る。

＊ＮＡＴ検査（病原体の遺伝子を構成する核酸の一部を人工的に増やし、病原体の有無を検出する検査法）ＮＡＴ検査（病原体の遺伝子を構成する核酸の 部を人工的に増やし、病原体の有無を検出する検査法）

○実績（23年度） ・１キット（5,000テスト分）備蓄（10万人分）

（８）献血者健康被害補償対策推進費（2百万円） ＊本省経費
○事業内容

国に「献血者健康被害補償調査会」を設置、日赤が実施する献血者の健康被害補償について、判断
困難事例について日赤からの申出に基づき事案を調査審議し、意見等を表明。（これまで開催実績なし）



参 考 資 料 

採血所 

（献血ルーム、採血車など） 

日本赤十字社 

・献血の受入れ 
○全血採血 

（200ml／400ml） 

○成分採血 

（血漿／血小板） 

 

 

 

 

 

 

 

※製剤には「献血」と表示 

民間製薬会社 

・血漿分画製剤の製造・輸入 

日本赤十字社血漿分画センター

・血漿分画製剤の製造 

・原料血漿の貯留保管※ 

・検体保管 

医療機関 

・血液製剤の使用 

 

＜輸血用血液製剤＞ 

 

 

 

 

 

 

＜血漿分画製剤＞ 

 

 

 

 

 

 

  

日本赤十字社血液センター 

・検査：血液型、感染症検査等 

・製造：血液を成分ごとに分離 

・保管・貯留：医療機関から供給要請があるまで冷凍・冷蔵保管 

輸血用血液製剤 

血漿分画製剤 

原料血漿 

中間原料 

血漿分画製剤 

原料血漿 血漿分画製剤 

血漿分画製剤 

日本赤十字社血液管理センター 

・原料血漿の貯留保管※ 

・検体保管 
 

H22 7 より「日本赤十字社九州血液センター」 

貯留保管 

      開始 

検体保管 

原料血漿 

外国 

※製剤には「献血」又

は「非献血」と表示 
血漿、中間原料、製剤 

 

［採 血］ ［製 造］ ［供 給］

（輸入） 

採血事業者から製

造販売業者に配分

卸
売
販
売
業
者 

＜我が国における血液事業の流れ＞ 

※有効期間の長い血漿成分は一定

期間保管して、感染症情報がないこ

とを確認してから出荷されます。こ

れを貯留保管といいます。 



厚生労働大臣

薬事食品衛生審議会血液事業部会の構成

血液事業部会

○部会としての意思決定
・ 基本方針・献血推進計画・需給計画の策定
・ 献血受入計画の認可
・採血事業の開始・休廃止の許可

○血液事業の運営全般に関する調査審議
○調査会からの報告聴取 等

運営委員会

・定期的に開催し、血液事業の運営状況を確認・評価定期的 開催し、 液事業の運営状況を確認 評価

・緊急時等には機動的に開催。安全性等に関する情報を速やか
に共有、評価し、必要な措置等を検討
・厚生労働省内関係部局、関係機関等から幅広く情報収集
・感染症定期報告の確認感染症定期報告 確認
・遺伝子組換え製剤の安全性についても所掌

安全技術調査会
・血液製剤の安全性確保
・採血に係る安全性確保 等

適正使用調査会
・血液製剤の使用実態の分析・
評価

献血推進調査会
・献血推進に関する目標設定及
びその評価採血に係る安全性確保 等 評価

・適正使用ガイドラインの作成・
見直し、普及 等

びその評価

・普及啓発活動に関する検討及
び効果の検証
・「献血推進計画」案の策定 等



別添

輸血用血液製剤の種類

分　　類 有効期間 　

赤血球製剤 採血後21日間

血漿製剤   複数の血液凝固因子の欠乏による出血ないし出血傾向のある場合 採血後１年間

血小板製剤   血小板の減少またはその機能低下による出血ないし出血傾向のある場合 採血後４日間

全血製剤   大量出血など、すべての成分が不足する状態で、赤血球と血漿の同時補給を要する場合 採血後21日間

採血の種類

項目 ２００ｍｌ全血 ４００ｍｌ全血 血漿 血小板

２００ｍｌ ４００ｍｌ
３００ｍｌ～６００ｍｌ

（体重別）
４００ｍｌ以下

注）
１６歳～６９歳

注）
男性１７歳～６９歳
女性１８歳～６９歳

注）
１８歳～６９歳

注）
男性１８歳～６９歳
女性１８歳～５４歳

男性４５ｋｇ以上
女性４０ｋｇ以上

男女とも
５０ｋｇ以上

男性
１２．５ｇ／ｄｌ以上

女性
１２ｇ／ｄｌ以上

男性
１３ｇ／ｄｌ以上

女性
１２．５ｇ／ｄｌ以上

１２ｇ／ｄｌ以上
（赤血球指数が標準
域にある女性は１１．

５ｇ／ｄｌ以上）

１２ｇ／ｄｌ以上

― ― ―
１５万／μｌ以上
６０万／μｌ以下

男性６回以内
女性４回以内

男性３回以内
女性２回以内

― ―

共通事項

注）６５歳から６９歳までの方は、６０歳から６４歳までに献血の経験がある方に限られる。

用　　途

  出血および赤血球が不足する状態、またはその機能低下による酸素欠乏のある場合

採血基準
全血採血 成分採血

男性４５ｋｇ以上
女性４０ｋｇ以上

最高血圧 ９０ｍｍＨｇ以上

血色素量

１回採血量

年齢

体重

次の者からは採血しない
　①妊娠してると認められる者、又は過去６か月以内に妊娠していたと認められる者
　②採血により悪化するおそれのある循環器系疾患、血液疾患その他の疾患にかかっている
　　と認められる者
　③有熱者その他健康状態が不良であると認められる者

年間総採血量
２００ｍｌ献血と４００ｍｌ献血を合わせて
男性１，２００ｍｌ以内、女性８００ｍｌ以内

血小板数

年間採血回数
　　血小板成分採血１回を２回分に換算して

血漿成分採血と合計で２４回以内



日本赤十字社の概要

１．概要
日本赤十字社は、世界にある赤十字社・赤新月社の１つとして、日本赤十字社法に基づき設立された認可法人。

東京に本社を置き、全国の関連施設において、国内外の災害救護、医療、血液、社会福祉事業、青少年赤十
字 ボランティア活動を実施

２．沿革
１８７７年（明治１０年） 博愛社創立
１８８７年（明治２０年） 日本赤十字社と改称

字、ボランティア活動を実施。

１９５２年（昭和２７年） 日本赤十字社法制定
１９５２年（昭和２７年） 血液銀行を開設（血液事業の開始）

３．組織
本社（東京） 支部（47都道府県） 施設（病院等 社会福祉施設 血液事業施設 看護師養成施設）本社（東京）、支部（47都道府県）､施設（病院等、社会福祉施設、血液事業施設、看護師養成施設）
全職員数：59,042人

４．血液事業の体制
①職員数①職員数

○血液事業本部（本社） 250 人
○施設職員数8,496人（血液ｾﾝﾀｰ62 、出張所155、血漿分画ｾﾝﾀｰ1、血液管理ｾﾝﾀｰ1）

②事業規模（血液事業特別会計：23年度支出決算見込み） 約1,624億円

５．血液事業の収支（当期剰余金：収入－支出）単位億円

平成２１年度 ９９（収入 1,625 支出 1,526）
２２年度 ９５（ 〃 1,658  〃 1,563）
２３年度＊ ３０（ 〃 1,654 〃 1,624） ＊見込み

○近年、輸血用血液製剤の需要増加に伴い、収入が増加

○現在、広域事業運営体制導入に伴う設備投資（ブロック血液ｾﾝﾀｰの新設等）に伴い、支出が増加


